
〔別添〕

研究実施計画書の記入上の留意事項等について

＜全体を通じての留意事項＞

１ 推進地域、推進地区、協力校の各段階を通じて課題認識や取組には一定の整合性が

みられることが望ましいこと。

２ 推進地域、推進地区、協力校は、研究実施計画書の作成や経費の積算に当たって十

分に連携を図ること。

３ 様式１～３については、それぞれＡ４判３枚以内で作成すること。（字数、行数は

指定しない。両面可。）

４ 研究実施計画書の取扱いについて、様式５については、文部科学省ホームページで

公開する。様式１～３については、文部科学省ホームページ等で公開する場合がある。

なお、その際、文部科学省において記載内容を確認したり、誤記を訂正したりする場

合がある。

５ ４のとおり研究実施計画書を文部科学省ホームページ等に掲載する場合がある。こ

のことを踏まえ、写真や図表を掲載する場合には、著作権や肖像権などの取扱いに適

切な配慮をすること。

６ 提出資料中の都道府県番号等は次のとおり記載すること。

◆都道府県番号

01 北海道 02 青森県 03 岩手県 04 宮城県 05 秋田県

06 山形県 07 福島県 08 茨城県 09 栃木県 10 群馬県

11 埼玉県 12 千葉県 13 東京都 14 神奈川県 15 新潟県

16 富山県 17 石川県 18 福井県 19 山梨県 20 長野県

21 岐阜県 22 静岡県 23 愛知県 24 三重県 25 滋賀県

26 京都府 27 大阪府 28 兵庫県 29 奈良県 30 和歌山県

31 鳥取県 32 島根県 33 岡山県 34 広島県 35 山口県

36 徳島県 37 香川県 38 愛媛県 39 高知県 40 福岡県

41 佐賀県 42 長崎県 43 熊本県 44 大分県 45 宮崎県

46 鹿児島県 47 沖縄県

◆指定都市番号（「推進地域」として指定を受ける場合のみ）

48 札幌市 49 仙台市 50 さいたま市 51 千葉市 52 川崎市

53 横浜市 54 相模原市 55 新潟市 56 静岡市 57 浜松市

58 名古屋市 59 京都市 60 大阪市 61 堺市 62 神戸市

63 岡山市 64 広島市 65 北九州市 66 福岡市 67 熊本市

＜（様式１）研究実施計画書【推進地域】について＞

１ 推進地域としての取組内容

調査研究を適切に実施するため、推進地域としてどのように取り組んでいくのかに

ついて具体的に記載すること。その際、

・推進地域としての体制（学力向上推進協議会の位置付けを含む。）

・推進地域としての推進地区や協力校に対する支援



などを記載し、指定期間中の取組が具体的に分かるようにすること。

２ 研究実施計画

２年間の大まかな調査研究のスケジュールを記載すること。

３ その他

特記すべき事項があれば記載すること。

＜（様式２）研究実施計画書【推進地区】について＞

１ 推進地区における学力に関する現状と課題

推進地区として、域内の学力の状況についての現状分析について、具体的に全国学

力・学習状況調査や地域独自の学力調査等の結果など数値を提示しつつ記載するこ

と。特に、本調査研究の趣旨（公募要領「２．趣旨」）を踏まえ、調査研究実施の必

要性が分かるよう記載に留意すること。また、所管の小・中学校のうち、直近の全国

学力・学習状況調査における国語又は算数・数学のＡ問題又はＢ問題うちのいずれか

２つ以上が全国平均を下回った学校数（学力定着に課題を抱える学校数）を示すこと。

２ 研究課題

推進地区における学力に関する現状と課題を踏まえ、指定期間において推進地区と

して重点的に取り組む学力に関する研究課題を記載すること。また、調査研究を通じ、

達成しようとする目標を具体的に記載すること。

３ 推進地区としての取組内容

「２ 研究課題」について推進地区としてどのように取り組んでいくのかについて

具体的に記載すること。その際、

・推進地区としての体制

・推進地区としての取組（授業サポートのための人材の派遣・活用、学習支援プロ

グラムの作成、校内外の教員研修の改善・充実、指導事例集の作成など）

などに加え、協力校における取組をどのように活用するかを記載し、指定期間中の取

組が具体的に分かるようにすること。

４ 研究実施計画

２年間の大まかな調査研究のスケジュールを記載すること。

５ 成果等の把握と検証の手立て

どのような手立てにより、推進地区や協力校における取組の研究の成果と課題の把

握や検証行っていくのかについて記載すること。

６ その他

指定期間終了後、推進地区として、財政的な措置も含めてどのような手立てで調査

研究の成果を生かすかについての見通しに加え、特記すべき事項があれば記入する。

＜（様式３）研究実施計画書【協力校】について＞

１ 学校の概要

・ 学校名、学級数、児童（生徒）数、教員数、学校のホームページアドレス（無い

場合は記入欄に「－」を入れること）を記入すること。

・ 学校名には必ずふりがなをつけること。

２ 学校における学力に関する現状と課題



学校としての学力の状況についての現状分析について、具体的に全国学力・学習状

況調査や地域独自の学力調査等の結果など数値を提示しつつ記載すること。特に、本

調査研究の趣旨（公募要領「２．趣旨」）を踏まえ、調査研究実施の必要性が分かる

よう記載に留意すること。

３ 協力校としての取組内容

「推進地区」において設定した研究課題の下、具体的にどのような取組を行うのか

について分かるように記載すること。

４ 研究実施計画

２年間の大まかな調査研究のスケジュールを記載すること。

５ その他

特記すべき事項があれば記入する。

＜（様式４）所要経費の計上についての留意事項について＞

１ 全体

・本調査研究の実施のために真に必要なもののみを積算すること。

２ 所要経費項目について

（１）賃金

① 研究に必要な学習指導を行う指導員に係る人件費のみを計上すること（雇用の

必要性及び金額（人数、時間、単価等）が妥当であること）。

② 単価については、国の予算積算を参考に、各地方公共団体の会計基準等に基づ

く単価を設定しても差し支えない。ただし、１時間当たりの単価は１，５００円

を上限として積算することとする。

③ 研究に必要な期間のみの雇用とすること。

④ 別途、国費で人件費を措置されている職員等については計上できない。

（２）謝金

① 積算内訳は協力者の内訳別に記載。

（出席者等が未確定の場合にあっては、単価の妥当性を確認するため、○○関係

者等と記載するなどして表記。）

② 会議出席、原稿執筆、単純労務等を行った場合に支出する謝礼であり、単価等

は各教育委員会の支給規程及び文部科学省の支給単価等とを比較して妥当な単価

を設定すること（必要に応じて理由書を添付させるなど妥当性について説明を求

めることがある。また、講演者謝金等において、高額な支出を伴うものについて

は、当該講演者とする必要性についても確認を行う）。

③ 学校職員に対する支出は原則として認められない。ただし、業務が当該職員の

本務外（給与支給の対象となる業務とは別）であることが関係資料から確認でき

る場合は支出することができる。

④ 菓子折、金券の購入は認められない。

（３）旅費

① 原則として具体的用務毎に積算すること。

② 調査、成果公表、会議出席及び委員会出席等、研究の実施に必要な旅費のみを

計上すること。



③ 支給基準は原則として各教育委員会の旅費規程によって差し支えないが、最も

安価な経路で積算するなど妥当かつ適正な旅費を積算すること。また、鉄道賃の

特別車両料金等の支給については、国の職員の例に準じる等、妥当かつ適正な旅

費を積算すること。

④ 規定等がない場合は、旅費法及び文部科学省の規定を準用すること（電車代は

グリーン車不可。航空運賃はエコノミークラスのみ）。

⑤ 研究計画と出張先、単価、回数、人数が整合性が取れるようにすること。

⑥ 航空機を利用する場合は、マイレージ・ポイント等の取得はできないものとす

る。

⑦ 回数券、プリペイドカードを購入する場合は、受払簿等で管理し使用枚数のみ

を計上すること。

（４）借損料

① 研究の実施に必要な借損料のみを計上すること。

② 会場費等、会議開催等に伴い経費が発生する場合には研究実施計画書の会議等

の時間及び回数と整合性がとれるようにすること。

③ 物品等をレンタルする場合は、実際のレンタル契約期間にかかわらず、当該実

践研究の委託契約期間分のみ計上すること。

（５）消耗品費（図書購入費）

① 消耗品のみを計上し、備品（長期の反復使用に耐えうるもの）は計上しないこ

と。

② 計上するものについては、可能な限り品名（単価、数量）を記載することとす

るが、具体的内容毎に使途の判断できる包括的名称を用いて簡略化して記しても

良い。

③ 物品購入の際に付与されるポイント等の取得はできないものとする。

（６）会議費

① 会議費は、会議を開催する場合のお茶代・弁当代等であり、社会通念上常識的

な範囲のものか精査すること。（宴会等の誤解を受けやすいものや酒類の提供は

できない。また、弁当の提供は午前から午後に及ぶ３時間以上の会議等、やむを

得ない場合に限る。）

② 会議等の出席者数及び回数と整合性がとれるかを確認する。

③ 会議を開催した場合は、出席者、日時、場所等を明確に記載した議事録を作成

すること。

（７）通信運搬費

① 会議開催等に必要な開催通知や報告書等の送付にかかる経費を計上する。

② 通信運搬物の内容、数量、単価、回数の整合性がとれるようにすること。

③ 切手を購入数する場合、必要最小限の枚数とし受払簿で適切に管理すること。

（８）印刷製本費

① 見積書等にて内訳及び金額の妥当性（数量、単価等）を確認する（見積書等の

写しを添付して提出すること。）

② コピー用紙は、消耗品費に計上されるので注意すること。



（９）雜役務費

① 委託契約の目的を達成するために付随して必要となる軽微な請負業務等（集計

作業等）を計上する。

② 見積書等にて内訳及び金額の妥当性（数量、単価等）を確認する（見積書等の

写しを添付して提出すること）。

（１０）消費税相当額

① 文部科学省において実施されている委託業務は、「役務の提供」（消費税法第２

条第１項第１２号）に該当することから、原則として業務経費の全体が課税対象

となるので、積算した業務経費全体に消費税相当額（８％）を計上することとな

る。

② 各種別において経費を計上する際には、消費税は内税（税込）として計上する

こととし、不課税の経費についてのみ対象額を当種別において消費税相当額とし

て計上する。

③ 積算に当たっては、課税事業者と免税事業者とでは次に掲げるとおり取扱いが

異なるので、下記の「課税対象表」を参照の上、適正な消費税額を計上すること。

ア 課税事業者の場合

事業の実施過程での取引の際に消費税を課税することとなっている経費（以

下「課税対象経費」という。）は消費税額を含めた金額を計上し、課税対象経

費以外の経費（不課税経費）は消費税相当額を別途計上する。

イ 免税事業者の場合

消費税を納める義務を免除されているので、課税対象経費分についてのみ消

費税額を含めた金額とする。（不課税経費に対し消費税相当額を別途計上しな

い。）

受託者が簡易課税制度の適用を受けている場合においても消費税相当額の積

算に当たっては、簡易課税の計算方法で算出した額によるのではなく、一般課

税事業者の場合と同じように取扱うこととすること。

なお、不課税経費については賃金及び諸謝金がこれに該当する（消費税相当

額を計上）。ただし、賃金について、給与として交通費を含めている場合には、

交通費は消費税込となること。また、諸謝金について、教育委員会の基準によ

って、税込金額とされている場合があるため、計上の際に確認すること。

（１１）再委託費

① 業務そのものの一部を第三者に行わせる場合に計上する。

② 再委託を行う場合には、再委託を行う合理的な理由及び必要性について「再委

託に関する事項」に記載の上、提出すること。

③ 再委託費の内訳については、上記区分に準じ経費ごとに作成の上、添付して提

出すること。

＜（様式５）研究の概要＞

１ 推進地域名、推進地区名（市町村名）、協力校名を記載すること。

２ 研究の概要欄には、指定期間に取り組む研究の概要を簡潔に記載すること。



＜（様式６）契約書に記載する住所等について＞

以下の要領で契約書に記載する住所等をExcelを使用して作成すること。

① １列目（A列）には都道府県・指定都市名を記入すること。

② ２列目（B列）には契約書に記載する住所を、３列目（C列）には契約書に記載す

る機関名を、４列目（D列）には契約書に記載する者の名前を、５列目（E列）には

契約書に記載する者の職名を記入すること。

③ ６列目（Ｆ列）契約書等書類の送付先、７列目（G列）には連絡担当者名、８列目

（H列）には連絡担当者の職名、９列目（I列）には連絡担当者の連絡先（電話番号）

10列目（Ｊ列）には連絡担当者の連絡先（メールアドレス）を記入すること。


